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別添（別記様式第２号） 

浜の活力再生広域プラン 

令和５年～９年度 

（第２期） 

１ 広域水産業再生委員会 

広域委員会の

構成員 

・四国中央市水産業再生委員会（愛媛県漁協川之江支所、三島支所、寒川支所、

土居支所、四国中央市）

・愛媛県漁協大島支所

・愛媛県漁協多喜浜支所、愛媛県漁協垣生支所

・愛媛県漁協新居浜支所

・愛媛県漁協ひうち支所、愛媛県漁協西条支所、

・壬生川地区地域水産業再生委員会（愛媛県漁協壬生川支所、西条市）

・愛媛県漁協河原津支所

・愛媛県漁業協同組合本所西条事業部

・新居浜市

・愛媛県

オブザーバー

対象となる地

域の範囲及び

漁業の種類 

範囲：愛媛県燧灘東部地区（四国中央市、新居浜市、西条市） 

漁業種類：いわし機船船びき網、小型底びき網、機船船びき網、ごち網、刺し

網、流し網、建網、かご漁、はえ縄、小型定置網、一本釣り、ノリ養殖 

構成員：・四国中央市：いわし機船船びき網（15 名）、小型底びき網（39名）、 

刺し網（44 名）、小型定置網（6名）、ノリ養殖（2 名）、 

一本釣り（10 名）、その他（29名） 

・新居浜市：小型底びき網（42 名）、刺し網（39 名）、はえ縄（5名）、 

一本釣り（5名）、ノリ養殖（4 名）、その他（13名） 

・西条市：小型底びき網（38名）、刺し網（44 名）、ノリ養殖（25名）、 

その他（20名） 

※漁業者数は、愛媛県水産課調べの令和３年就業動向調査結果より算出

組織名 燧灘東部地区広域水産業再生委員会 

代表者名 会長 井原 治明（愛媛県漁業協同組合寒川支所 運営委員長） 
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２ 地域の現状 

（１）地域の水産業を取り巻く現状等

【地域の海洋環境】 

 当地域は、東から四国中央市、新居浜市、西条市の愛媛県３市で構成され、北側に燧灘に面す

る地域である。燧灘は、海域面積 1,619㎢、容積 389億㎥、平均水深は 24.0ｍであり、瀬戸内海

中央部、かつ、本県と広島県の間に位置する海域である。 

 海域の地形は、北部の広島県側に多くの離島が存在するのと比較して、本県側は、単調な海岸

線が続く湾形状となっている。また、かつては、多数存在していた干潟やその沖合に発達した遠

浅の砂浜海岸は、戦後に工業用地造成を目的とした埋め立てが進み、ほとんどが消滅したが、西

条市を流れる加茂川、中山川の河口には、県下最大の面積を有する干潟が残されており、水産資

源の保護育成の場として、さらに希少で多様な生物の生息場として機能している。その一方で、

当海域の植生は、礫質が少なく、砂泥質である底質を反映して、ガラモやクロメ等の大型藻類が

藻場を形成することはほとんど無く、その組成は貧弱である。 

県が実施した広域藻場分布調査（令和元年度）によると、当海域の沿岸部は、埋め立てや砂泥

域が広がり、藻場と呼べるような規模の海藻群落はほとんど存在していない。しかし、伊予灘海

域藻場ビジョンによると、伊予灘における流れ藻のネットワークは、燧灘にも広がっていること

から、当海域には他海域からの種（幼胚）の供給はあるものの、付着器質となるべき岩礁域がほ

とんどないことが藻場の形成されない主要因であると推察される。  

水温に関しては、燧灘の過去（1990～2020 年）の平均年間水温は 18.2℃であるが、潮流が小

さい浅海域であるため、気象の影響を大きく受け、年間水温は 8.9℃～30.5℃の範囲で大きく変

動する。また、経年変化では温暖化は認められないものの、冬季の最低水温が徐々に上昇してい

る。このような環境の中、干潟などの浅海域で成長し、当海域の沖合で漁獲対象となるタイ、エ

ビ、カニ、イカ類などのほか、生活史の一時期に当海域を利用するハモ、カタクチイワシ、トラ

フグ、サワラなど、様々な水産生物が多様な形で当海域を利用している。

上記の環境のもと、各魚介類の生態に応じて、独自の水産業が発展してきた。

【地域水産業の概要】 

当海域では、静穏で遠浅の環境を活かした小型底びき網や刺し網漁業が盛んな地域であり、ヒ

ラメ、カレイ類、タチウオ、アナゴ、トラフグ、ハモ、エビ類、イカ類、ガザミなど、年間を通

じて多種多様な魚介類が漁獲できる好漁場である。これらの漁業以外にも一本釣り、かご漁業な

ど、同一の漁船を用いて様々な漁法を用いた漁業が営まれている。 

また、愛媛県内でも当地区でしか行われていない、初夏のいわし機船船びき網漁業、冬季のノ

リ養殖業は季節の風物詩として、地元住民のみならず広く県民に知られている。

しかし、いずれの支所においても、漁獲量の減少、魚価の低迷や燃油・資材費の高止まりなど

に伴い、経営の厳しさを一段と増している。特に漁船漁業では、支所間の連携不足もあり大都市

圏への計画出荷やブランド化に立ち遅れるなどの要因から、地魚の魚価は低迷を続け漁業収入は

減少している。 
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また、試験研究機関によると、産卵・保護育成等に重要な機能を果たしている干潟域の生産力

低下などにより当海域で生活史を完結する水産資源の減少が指摘されている。 

特に、ガザミは小型機船底びき網漁業や刺し網、かに籠漁など多岐にわたる漁法で漁獲されて

おり、単価の高い水産資源であるが、近年は漁獲の減少が著しい。当地区の漁業者は、自主的に

抱卵ガザミの再放流を行うなど、資源回復に取り組んでいるものの、漁獲増にまでは至っていな

い。また、キジハタは、幼魚期は沿岸域の障害物に寄り添うように定着し、成長に応じて沖合域

へ移動する生態を持つ定着性が強い魚種である。このため、種苗放流の効果が認識されやすいう

え、高値で取引きされることから、近年、漁業者からの放流要望が強く、全長 80ｍｍ程度に育成

した人工種苗が県内各地で放流されている。これに併せて積極的に漁場整備を進めてきた今治

市、上島町、松山市等では、相乗効果により、かつて幻と言われていたキジハタの漁獲量が増加

しているが、当地区には岩礁域が少ないため、沿岸域の消波ブロックなどに放流することが多く、

小型魚が定着できる基盤が少ないうえ、遊漁者が立ち入ることが出来る場所では放流後に不合理

漁獲されてしまうという声が寄せられている。 

その他、広域に回遊するサワラ、トラフグ、カタクチイワシは、資源水準は中～低位と評価さ

れており、資源管理の重要性が認識されている。中でも、当海域を稚魚の成育場として活用する

サワラや漁獲が資源に与える影響が大きいとされる瀬戸内海系群である当海域のカタクチイワ

シについては、資源を永続的に利用していくためには、生態に応じて漁期制限を行うなどの資源

管理を欠かすことが出来ない状況にある。 

一方、多くの魚介類の漁獲量が減少する中、ハモについては小型機船船びき網漁業等により安

定的に漁獲されており、当海域では海水温の上昇は明確には認められないものの、温暖化の影響

によるものではないかという声もある。 

ノリ養殖業では、当地区では、四国中央市（三島地区）から西条市（壬生川地区）にかけてク

ロノリ養殖が行われており、令和３年度には、板ノリ（110万枚）バラノリ（21 ﾄﾝ）の実績があ

るが、近年は栄養塩濃度の減少に伴う品質低下、食害生物による食害、海水温の上昇に伴い漁期

の短縮化といった漁場環境の変化に対応できず不作となる年が続くようになったことに加えて、

養殖業者の高齢化・後継者不足、加工機器の老朽化、漁場環境の悪化等により生産量の減少が進

んでいる。当地域が発祥と言われる黒バラノリについては、板ノリ加工とは別の機器が必要とな

る上、板ノリと比較して加工の手間が増えるため、一部の地域でしか板ノリからの転換が進んで

いない。 

【水産物のブランド化】 

当地域は、臨海工業地帯を中心に製造業が発展してきたイメージが強く、地元では知られた優

れた一次産品がありながら、地域外で脚光を浴びることが少ないのが現状である。 

そのような中、近年、一定の基準をクリアしたガザミ、小型エビ類、ハモ、イリコ（カタクチ

イワシ）等を差別化し、県外に出荷販売する販売促進活動も行われるようになった。 

また、ガザミについては、ＪＦ全漁連が主催するプライドフィッシュに本県の秋の一品として、

「燧灘のガザミ」が登録されたこともあり、認知度が上がってきているところである。 
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【水産物の流通】 

当地域での鮮魚や活魚の取扱いは、基本的に水揚げされた場所からその周辺の消費地（地元）

へ流通し、消費されるという、いわゆる、地産地消により確立されていたと考えられる。しかし、

近年、魚離れに加えて、地元の小型魚からサーモン、マグロといった輸入魚への嗜好の変化等も

加わり、新たに地域外に販路を求めることや、地域外で付加価値化することの必要性が認識され

るようになり、これまで一部の支所間においては情報の共有化を進め、大消費地への送りを進め

るなど流通対策での魚価の向上を図ってきた。また、鮮度保持方法の改善や鮮魚から活魚への転

換の模索など品質の向上や一定の基準をクリアした魚介類をブランドとする等の付加価値化に

も努めてきたところである。しかし、 

・漁業者の経営規模が零細であることに加えて、漁獲量が減少し一支所ではまとまった量 

が確保できない等、各浜での取組みだけでは限界がある。 

・大都市圏（東京、関西、名古屋方面）への計画出荷、ブランド化への立ち遅れ。 

・地元仲買人、加工業者の減少高齢化等により競争力が低下、単価の向上見込みが 

困難である。将来の販売価格、量、販路に不安がある。 

・大量漁獲時の魚価の値崩れ、少量の水揚げで値がつかない問題がある。 

・地域全体における鮮魚、活魚出荷の取り扱い・品質管理上の漁業者意識の改善の 

必要がある。 

・設備の老朽化や取り扱い方法のばらつきにより、活魚の出荷前の斃死、品質劣化等 

の損失がある。 

などの課題が改善されておらず、少なくとも燧灘東部地区という広域的な活動が必要であると

の認識に立ち、地域をあげての流通対策や品質向上に向けた取組みを進めていくことで、地域の

活性化を目指す必要がある。 
 

【水産資源の自主的な保護・育成】 

当海域の水産資源の維持・増大を図るためには、種苗放流、資源管理、水産環境整備の観点か

ら取組みを行う必要がある。 

再生委員会及び各支所は漁業者の理解・協力のもと、種苗放流については、ヒラメ、キジハタ、

トラフグ及びクルマエビ等の人工種苗を毎年、各地先に放流し、資源添加に努めているところで

ある。また、資源管理については、２(1)地域の水産業を取り巻く現状等および３(3)資源管理に

係る取組にも記述するように、サワラやカタクチイワシの自主的な資源管理を継続的に実施し、

一定の成果を上げている。 

しかし、当地域に、特異的に形成される干潟の再生や新たな増殖場や漁場整備といった水産環

境整備の観点からみると、取組みが不足していると考えられる。 
 

【漁労体数】 

愛媛県の調査によると、平成 18年度末漁労体数は 572（漁船漁業 492・養殖業 80）であったが、

令和３年度末には 256（漁船漁業 228、養殖業 28）と大きく減少している。また、漁労体の殆ど

が小規模な家族経営である。 
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なお、令和３年度末の就業者数は 363 名であるが、約半数の 160 名（44％）が 65 才以上と、

就業者の高齢化が著しい。こうした中、令和２年４月に、県内 53 漁協のうち 43 漁協が合併し、

「愛媛県漁業協同組合」を設立し、当地域の 12 漁協も全て合併に参加し、合併漁協の支所とし

て、独立採算の責任経営を進めているが、総じて経営基盤は脆弱である。 

【魚市場】 

 当地域においては、比較的に零細な漁業者が少量多品目の魚介類を水揚げする漁業の特性とは

裏腹に、ほとんどの漁業協同組合支所が個別に魚市場を開設していたが、全般に、水揚げ量の減

少に伴う売り上げの減少並びに施設の老朽化から市場の存続が危惧される状況の中、近年、漁協

支所運営、民間がそれぞれ１箇所ずつ廃止したことにより、現在、当地区内の市場は、10（漁協

支所運営９、民間１）となった。このような中、仲買人等の減少や高齢化により、魚価の向上に

明るい兆しが見いだせないことから、市場の統合推進や連携強化は避けられないとの声も強く、

協議が続けられている。 

【中核的担い手の確保育成】 

新たに漁業就業を希望する者は少なく、年々、漁業者の減少に歯止めがきかない状況にある。

このため、ＵＩターン等による新規漁業者の定住定着促進を図るため、県と市と各支所が連携し、

就業準備に必要な資格の取得や着業時の漁業経費に対して補助を行い、漁業者の確保に努めてい

る。 

また、熟練組合員による新規就業者への指導等を行い、漁獲能力や経営能力の高い地域漁業の

リーダー的な存在となる漁業者の育成にも努めている。

【漁業者と水産行政・試験研究機関との連携】 

新型コロナ禍の中で、対面での連携が難しい状況にあるが、漁船漁業やノリ養殖業の生産性の

向上や経営安定化を図るためには、漁業者、水産業普及指導員（県や市の水産行政）、研究員（試

験研究機関）の連携が重要である。 

そのためには、水産業普及指導員等は、現場の課題を見出して、適切に指導するとともに、現

場のニーズを吸い上げて、速やかに試験研究機関につなぐ必要がある。また、試験研究機関は、

試験研究の強化・充実に努め、水産業普及指導員等を通じて迅速かつ的確に研究成果を還元する

体制の強化に努める必要がある。 

（２）その他の関連する現状等

【地域の概要】 

 当地域は、四国の瀬戸内海側の中央部に位置しており、背後には四国山脈が迫っていることか

ら平均的に平地が少ない。沿岸地帯は、工場群が帯状に形成された臨海工業都市となっている。

主な工場は、製紙、化学、造船、半導体などで、市民の多くが関連する企業に雇用関係にある。

人口は約 30 万 6 千人（四国中央市 8 万 4 千、新居浜市 11 万 6 千、西条市 10 万 6 千）と県内の

人口比で約 23％を占めているが、県都の松山市とその周辺の地域を除き、若者の流出等により、
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人口の減少が続いている。このため、３市では、住みやすい街づくりや移住促進などの施策を推

進しており、西条市においては３年連続で住みたい田舎ランキングで全国１位に輝いた。 

【観光、物流、交通】 

 観光については、沿岸部の各市において地方色豊かな祭りや催しが見られる。四国中央市は製

紙産業が盛んなことから『紙祭り』や『書道甲子園』などの紙をベースにした催しがある。新居

浜市は『太鼓台』、西条市は『だんじり』があり、地元住民が言う「県外で暮らしている者も、

盆、暮、正月には家に帰らないが、祭りには帰ってくる。」という言葉に込められたふるさと意

識の源となっている勇壮な秋祭りがある。 

また、四国山脈には西日本最高峰の石鎚山（1982ｍ）があり、年間を通して登山者が訪れてい

る。地域内の河川については、分水嶺が地域を横切るように東西に延びることから、概して、河

川延長が短く急勾配であり、水源の確保には苦労してきた歴史がある一方で、石鎚山の恩恵を受

ける西条市の平野部では、広範囲に自噴井があり、名水百選にも選ばれるほど、おいしい水が市

民に広く利用されている。 

 物流については、沿岸域には港湾が整備されており、工業地帯からは主に海運にて国内外へ物

資が輸送されているほか、県内でも比較的早く高速道路の整備が進んだことにより、県内外のア

クセスが容易になっている。高速道路を利用した場合、地域を構成する３市の中央に位置する新

居浜市から、神戸市まで２時間 50 分、広島市まで２時間 30 分、岡山市まで１時間 40 分で到達

可能な位置にあるなど、県内では関西や中国地方へのアクセスが良い地域である。 

３ 競争力強化の取組方針 

（１）機能再編・地域活性化に関する基本方針

①前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等）
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②今期の浜の活力再生広域プランの基本方針

県１漁協となったスケールメリットを活かし、更なる連携を図ることにより、以下のとおり、

広域浜プラン（１期）において達成できなかった事項について引き続き取り組むとともに、新た

に資源の添加・育成に係る取組みを追加することにより、地域水産業の競争力強化を図る。 

漁船漁業 

① 管内水産物の販売促進

段階的に、四国中央市の市場再編を皮切りに流通体制の再構築を図り、流通の効率化を推進す

ることや、漁獲物の一次加工・ブランド化等を図ることで、販売促進や魚価の向上を目指す。（別

添の市場再編計画・共同出荷体制に係るフロー図参照） 

〇流通販売体制の整備 

・市場再編

管内では四国中央市、新居浜市、西条市の３市９支所（箇所）及び１民間機関において産地市

場による漁獲物の販売が行われている。しかしながら、現在は漁獲量の減少や施設の老朽化など

により従来の体制を維持することが困難となっている。このため、それぞれの市において集約し

た市場の設立を目指す。まずは、これまで、具体的に話の進んでいる四国中央市の４支所におい

て令和８年度を目途に市場統合を行う。 

更に、四国中央市の事例を参考として、新居浜市・西条市についても再編計画を推進し、各市

において集約した市場統合を図る。 

・共同集出荷体制の整備

令和４年度に愛媛県漁業協同組合が東京営業所を開設したことから、各支所と再生委員会は、

地元水産物の丁寧な取扱い（氷の打ち方、〆方等）による鮮度保持に努め、関東方面のニーズを

調査した上で、高品質な水産物の共同出荷を行い、東京営業所を核とした販路拡大を目指す。更

に、市場再編と併せ、集出荷体制を整えた集約市場（四国中央市）を軸に、連携した出荷を積極

的に行うことで、単価の向上を目指す。 

〇一次加工・ブランド化 

・ハモ

近年、温暖化の影響などにより、各支所において漁獲が増えており、安定的に漁獲される数少

ない魚種であるが、県内では安価に取引きされているのが現状である。 

このため、再生委員会では、地元加工業者に依頼して、ハモの一次加工に取り組み、骨切りハ

モの製品化を図る。更には、東京営業所を通じて、活魚や骨切りハモの関東方面への出荷・販売

事業を展開する。令和８年度までには、愛媛県漁業協同組合が骨切り機を導入し、再生委員会が

各支所と共同で一次加工・出荷する体制を整える。 

・カタクチイワシ

生産団体（宇摩パッチ網組合）が鮮度保持や出荷規格などに係る基準を定め、「ひうち媛いり

こ」として令和４年 11 月に商標登録された。今後は県の「愛」あるブランド認定を目指す。 

加えて、生産団体（宇摩パッチ網組合）と地元業者（NPO法人いりこ倶楽部など）とが共同で、

他商品（地酒や農産物等）とコラボしたセット商品の販売など、販路拡大や付加価値化を図る。 
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② 漁場（藻場礁）整備による資源回復

藻場は、水質浄化や産卵や稚仔魚の生育の場として、重要な機能を果たしていることから、新

たな藻場の形成は、当海域の水産資源の維持・増大に大きく寄与すると考えられる。 

そこで、令和４年３月に策定した「愛媛県海域藻場ビジョン」に基づき、再生委員会で協議の

うえ決定した整備場所に、県が事業主体となり藻場礁を設置して、その後の藻場の形成状況をモ

ニタリングする。このことにより、餌場・隠れ場・産卵場の提供など、放流種苗や天然資源の保

護・培養を図る。 

③ 効果的かつ適切な資源管理

（ガザミ） 

再生委員会が栽培資源研究所（県の試験研究機関）と連携し、本地区における重要水産資源で

あるガザミの資源回復を図り、もって漁家収入の増加を目指す。 

具体的な取組みとしては、ガザミは生活史の中で、稚ガニ期において一定期間、流れ藻をナー

サリーとして活用することから、天然の流れ藻を採取・集積し、そこに種苗（稚ガニ；C1～C2）

を集中放流することで、着底までの一定期間、稚ガニを保護・培養する。なお、稚ガニの放流数

量は、10 万尾以上で、放流箇所は西条市壬生川地区の干潟域を想定している。こうした、効果的

かつ集中的な種苗放流を行うことにより、当地区におけるガザミ資源の回復を図る。加えて、県

が実施する放流効果調査（放流ガザミの DNA マーカーによる混獲率を調査）により、ガザミ種苗

を天然の流れ藻に放流することで、どの程度、資源の上乗せが出来るか（放流効果の試算）、科

学的知見についても構築する。 

（キジハタ）

 再生委員会は、県が藻場礁を設置して、関係する県漁業各支所が管理規定により採捕制限を設

けた藻場礁に全長 80ｍｍ以上のキジハタ種苗を集中放流し、放流後の施設を適正管理するととも

に、その後の定着状況、漁獲状況の調査を実施するなど、キジハタ資源の増大を図る。加えて、

漁獲努力量の削減・維持に係る新たな取組みとして、小型魚の保護にも努めることとする。 

具体的には、再生委員会で協議を行い、放流魚を含め、小型魚の採捕禁止（サイズは委員会に

て協議・検討）や再放流の実施等、自主的な資源管理の実践に努める。さらに、栽培資源研究所

が実施している資源調査に協力し、当地区におけるキジハタの放流効果（年級群ごとの混入率・

回収率・費用対効果；B/C）の試算に努める。こうした科学的データ（結果）を基に、キジハタ

資源管理に係る取組みを漁業関係者に報告・周知徹底することで、キジハタ資源の増大と、資源

管理意識の醸成を図る。 

（参考） 



10 

（カタクチイワシ）

これまでの資源回復計画に基づく資源保護・管理を継続する。 

愛媛県漁協と再生委員会は、関係県（愛媛、香川、広島）の試験研究機関が提供する科学的知

見（年明け以降の積算海水温、親魚の肥満度、成熟状況）を用いて、漁業者協議会を開催し、休

漁期間、定期休漁日を自主的に設定することで、カタクチイワシ資源の維持・増大を図る。 

なお、国では TAC魚種の拡大を目指し、令和５年度中に「カタクチイワシ瀬戸内海系群」の TAC

管理を行うこととなった。この制度は、現在の資源状態を鑑みて、持続可能な漁獲量（MSY ベー

ス）を算定し、各県ごとに漁獲枠が割り振られる制度であるが、当地区も、県漁協各支所と関係

漁業者とが連携し、引き続き適切な資源管理に取組み、継続することで、県全体ひいては瀬戸内

海全体のカタクチイワシ資源管理に努める。 

（サワラ）

愛媛県漁協と県漁協各支所は、年２回、漁業者が主催する愛媛県サワラ流し網漁業者協議会を

開催し、県内サワラの漁獲動向の把握に努めるほか、サワラ資源管理にあたっての各種協議・取

り決めを行う。 

特に、禁漁期間の設定や目合い制限にあたっては、当地区（燧灘）における関係漁業者への遵

守の徹底を図るなど、漁獲努力量の削減に努め、サワラ資源の適切な管理を推進する。 

なお、資源管理にあたっては、信頼性の高い漁獲報告を行うよう、愛媛県漁協から漁協支所に

対し指導を行うなど、精度の高いデータ取得に努める。 

養殖業 

④ ノリ養殖

県漁協各支所と栽培資源研究所は、10月から翌２月の期間中、週２回のペースで、養殖業

者自らが養殖場の現場海水を採取して、定期的な調査・観測を行うことや、栄養塩の測定デ

ータを一元的に集約して、県のＨＰに掲載するなど、養殖業者が即時に情報収集できる体制

を整える。 

加えて、栄養塩対策として、当地区内の漁業者グループが、ノリ養殖漁船に備え付けたポ

ンプにより水流を海底に吹き付ける方法で底質を撹拌する海底耕うんを実施して、硬くなっ

た土や泥、砂を掘り起こし、海底にある窒素やリンなどの「栄養塩」を海中に供給すること

で、ノリ養殖場を含めた漁場環境の改善を図る。 

さらには、再生委員会はノリ養殖技術研究会を開催し、現在の課題と今後の具体的な対策

を関係機関（漁業者、行政及び試験研究機関）と協議を行い、地域内への普及を目指す。 

なお、生産・出荷体制については、担い手の確保や経営の効率化を目指し、バラノリ・板

ノリの協同化を含め共同利用施設の整備や旧来施設の有効活用を、再生委員会において引き

続き検討する。特に、バラノリの加工にあたっては、各支所内の漁業者間で施設の共同利用

を図り、支所ごとに、集約した加工施設を利用し、効率化を図る。 

⑤ カキ・アサリ増養殖

かつて、ノリ養殖は支柱漁場が中心であったが、現在では、支柱漁場より浮き流し漁場で

行われることが多いため、支柱漁場の用途は、クロノリの海上採苗やクロノリ養殖の裏作と
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して営まれるアオノリの採苗や養殖に限られ、利用頻度、生産性は低下している。そこで、

燧灘は干満差が大きく、３ｍ以上となることから、この現象を活用した新たな養殖の可能性

を検討する。 

具体的には、当地区漁業者の後継者グループが、潮間帯に生息するカキ・アサリ種苗を専

用のバスケット・籠などに収容し、ノリの支柱漁場において垂下式による試験養殖を実施す

る。 

  なお、アサリについては、当地区の干潟域において、天然資源が稚貝から成貝に至る過程で

大きく減耗してしまうことが明らかになっていることから、後継者グループが、天然稚貝の発

生した箇所について被覆網等を用いて保護し、その後の生残・成長を調査するなど、アサリ増

養殖に係る手法の確立を図る。 

なお、これらの取組み結果については、漁業者・行政及び研究機関等から構成される「西条

干潟再生研究会」において、検討・協議を重ね、将来的な事業化、地域内への普及を目指す。 

（２）中核的担い手の育成に関する基本方針

①前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等）

②今期の浜の活力再生広域プランの基本方針

・再生委員会は、漁業所得向上のための経営改善指導を行うことで、浜の担い手のリーダーとし

て、中核的漁業者の認定及び育成を図る。 

・認定された中核的漁業者は「浜の担い手漁船リース緊急事業」を活用して漁船を取得し、各自

が競争力強化に係る取組みを実施するなど、儲かる漁業への体制づくりに努める。 

・県の「新規就業者育成強化事業」を活用することにより、漁具及び漁船燃料代などの経費を助

成するなど、自立経営（経営安定）が可能となるまでの一定期間、必要経費の支援を実施する。 

上記の体制づくりや、前述の中核的漁業者認定者による儲かる漁業への実践・波及効果により、

更なる後継者（中核的漁業者）の確保・育成を図る。 
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（３）資源管理に係る取組

漁業資源の減少に対し、愛媛県漁業調整規則において、各種水産動植物の採捕の禁止期間・体

長制限・禁止漁具などを定め、資源の保護・培養に努めている。なお、カタクチイワシとサワラ

は、広域的に関係県と連携して、下記の取組みを実施している。 

【サワラ】 

広域回遊魚のため瀬戸内海関係府県と連携して、広域調整委員会指示による禁漁期間等を設定

するなど、適切な資源管理を推進している。 

〇カタクチイワシ資源管理措置 

〇サワラ資源管理措置 

海 域 漁業種類 削減内容 

愛媛県 

燧 灘 

さわら流し網 
9/1～9/30休漁 

網目 10.6cm以上 

さごし流し網 全面休漁 

＊定期休漁日の設定（燧灘：毎週土曜日） 

漁業種類 休漁期間 休漁日 

瀬戸内海機船船びき網漁業 5/15～6/9、12/1～1/15 木曜日＊、日曜日 

いわし機船船びき網漁業 4/1～5/31、11/22～3/31 土曜日 

＊木曜休漁日は水曜出漁できなければ木曜出漁可能 

（４）具体的な取組内容（年度ごとに数値目標とともに記載）

１年目（令和５年度） 

取組内容 漁船漁業 

① 管内水産物の販売促進

市場再編については、愛媛県漁協と各市、県漁協各支所において協議会を立

ち上げ、集約した市場の再編計画について、具体的な協議を進める。また、出

荷体制については、令和４年度に愛媛県漁協が東京営業所を開設したことから、

愛媛県漁協と県漁協各支所は、関東方面への消費ニーズの調査・把握を開始す

る。 

関東方面への出荷にあたっては、魚種・量・金額など具体的な販売計画を立

てる。さらに、出荷する水産物については、県漁協各支所が鮮度保持への取組

みを進めることとし、地元水産物の具体的な取扱い方法（氷の打ち方、〆方等）

について、漁業者の意見を聴取のうえ鮮度保持手法の統一を検討する。 

ハモに関しては、愛媛県漁協と県漁協各支所が連携して、先ずは地区内での
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漁獲状況や漁獲時期、サイズや単価について、現状把握に努める。 

カタクチイワシについては、愛媛県漁協と県漁協各支所が生産団体（宇摩パ

ッチ網組合）を指導して、鮮度保持や出荷規格などに係る基準を定め、「ひうち

媛いりこ」として県の「愛」あるブランド認定を受ける。 

② 漁場（藻場礁）整備による資源回復

新居浜市と県漁協各支所は、令和４年３月に策定した「愛媛県海域藻場ビジ

ョン」に基づき、今後整備する藻場礁の設置箇所について協議を行い、県が実

施する事前測量結果と併せて整備箇所や整備規模などを決定する。 

③ 効果的かつ適切な資源管理

（ガザミ） 

愛媛県漁協と県漁協各支所は、栽培資源研究所と連携して、西条市壬生川沖

で、事前に採取したヒジキに C1 サイズのガザミ種苗（10 万尾以上）を付着さ

せ、流れ藻（ヒジキ）と一緒にガザミ種苗を放流する。 

また、県漁協各支所は、ガザミ漁獲量の把握に努めるほか、栽培資源研究所

と連携して、放流効果調査（放流ガザミの DNA マーカーによる混獲率を調査）

を実施することにより、ガザミ種苗を天然の流れ藻に放流することで、どの程

度、資源の上乗せが出来るか（放流効果の試算）、科学的知見を構築する。 

（キジハタ）

各市と県漁協各支所は、例年通りの放流を実施する。 

併せて、県漁協各支所は、栽培資源研究所が実施している資源調査に協力し、

キジハタ資源評価に係る基礎的データを収集する。

資源管理については、愛媛県漁協と県漁協各支所は、小型魚（放流魚を含む）

の採捕禁止（サイズ）や再放流の実施等、自主的な資源管理について、他県事

例などを参考に、関係漁業者を交えて具体的な協議を行う。 

（カタクチイワシ）

愛媛県漁協と県漁協各支所は、これまでの資源回復計画に基づき、引き続き

関係県（愛媛、香川、広島）の試験研究機関が提供する科学的知見（年明け以

降の積算海水温、親魚の肥満度、成熟状況）を用いて、漁業者協議会を開催し、

休漁期間、定期休漁日を自主的に設定することで、カタクチイワシ資源の維持・

増大を図る。 

（サワラ）

愛媛県漁協と県漁協各支所は、年２回、漁業者が主催する愛媛県サワラ流し

網漁業者協議会を開催し、県内サワラの漁獲動向の把握に努めるほか、サワラ

資源管理にあたっての各種協議・取り決めを行う。 

特に、禁漁期間の設定や目合い制限にあたっては、当地区（燧灘）における

関係漁業者への遵守の徹底を図るなど、漁獲努力量の削減に努め、サワラ資源
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の適切な管理を推進する。 

養殖業 

④ ノリ養殖 

県漁協各支所とノリ養殖業者は、栽培資源研究所と養殖期間中の栄養塩や水

温・塩分等の漁場環境データの分析・情報共有について協議する。具体的には、

調査地点や調査頻度、サンプリング手法について、具体的な計画を策定し、調

査体制を構築する。併せて、県のＨＰに掲載するなど、養殖業者が即時に情報

収集できる体制を構築する。 

栄養塩対策としては、当地区内の漁業者グループが海底耕うんを実施し、ノ

リ養殖場を含めた漁場環境の改善を図る。耕うん面積は 20ｈａを目標とする。 

さらには、愛媛県漁協と県が共同で、ノリ養殖技術研究会を開催し、現在の

課題と今後の具体的な対策を関係機関（漁業者、行政及び試験研究機関）と協

議を行い、地域内への普及を図る。 

生産体制については、担い手の確保や経営の効率化を目指し、協同化を含め

共同利用施設の整備や旧来施設の有効活用について、再生委員会において引き

続き検討する。 

⑤ カキ・アサリ増養殖 

県漁協各支所は、栽培資源研究所及び普及指導員と連携して、実施グループ

や試験箇所の選定や具体的な試験計画を作成する。 

アサリの被覆網試験についても、アサリ及びカキの試験養殖と同様に実施グ

ループや試験箇所の選定や具体的な試験計画を作成する。 

中核的担い手の育成 

 愛媛県漁協は、県漁協各支所やこれまでの認定者と連携して、新たな中核的

担い手の掘り起こし・確保に努める。 

活用する支援

措置等 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業 

水産業競争力強化漁船導入緊急対策事業 

水産業競争力強化緊急施設整備事業 

広域浜プラン緊急対策事業（広域浜プラン実証調査事業） 

水産多面的機能発揮対策事業 

 

 ２年目（令和６年度） 

取組内容 漁船漁業 

① 管内水産物の販売促進 

市場再編は、四国中央市、新居浜市、西条市のうち、３市の中でも再編計画

の進んでいる四国中央市について、市場の規模や整備箇所など、具体的な構想・

計画を立てる。関東方面への集出荷は、愛媛県漁協と県漁協各支所が、一年目

に実施した関東方面への消費ニーズに係る調査結果を踏まえて、作成した販売
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計画に基づき、試験的に水産物の出荷を開始する。 

なお、出荷する水産物については、県漁協各支所が漁業者の同意を得たうえ

で、鮮度保持への取組みを進め、地元水産物の具体的な取扱い方法（氷の打ち

方、〆方等）を検討・実施したものとする。 

ハモに関しては、愛媛県漁協と各漁協支所が、漁獲されるハモの一次加工に

ついて、加工業者の選定や加工経費の算定を行うほか、加工品の出荷・販売先

について検討する。 

カタクチイワシについては、愛媛県漁協が生産団体（宇摩パッチ網組合）と

共同で、一年目に「愛」あるブランド認定を受けた、「ひうち媛いりこ」の商品

のＰＲに努める。また、「ひうち媛いりこ」を使った新たな商品開発や開発した

商品の販売先についても検討する。加えて、愛媛県漁協及び県漁協各支所と生

産団体が地元業者（NPO 法人いりこ倶楽部など）と共同で、他商品（地酒や農

産物等）とコラボしたセット商品の販売など、販路の多面化や付加価値化の可

能性を検討する。 

② 漁場（藻場礁）整備による資源回復

令和５年度に決定した設置箇所に、県営藻場礁として、県と新居浜市とが連

携して藻場礁を沈設する。藻場礁は 30基を造成目標数する。 

設置箇所は、水深 10ｍ程度で海底の勾配が緩やかで、比較的波浪の少ない箇

所とする。 

③ 効果的かつ適切な資源管理

（ガザミ） 

愛媛県漁協と県漁協各支所は、栽培資源研究所と連携して、昨年同様にガザ

ミ種苗の放流を実施するとともに、放流効果調査を継続する。

（キジハタ）

各市と県漁協各支所は、種苗放流と併せて、当地区内のキジハタ漁獲量の動

向把握を行う。併せて、栽培資源研究所が実施している資源調査に協力し、キ

ジハタ資源評価に係る基礎的データを収集する。 

資源管理に関しては、愛媛県漁協と県漁協各支所は、放流魚を含めた小型魚

の採捕禁止（サイズ）や再放流の実施等について、他県事例などを参考に、自

主的な取り決めを定める。 

（カタクチイワシ）

これまでの資源回復計画に基づく資源保護・管理を継続する。 

愛媛県漁協と県漁協各支所は、昨年に引き続き、漁業者協議会を開催し、休

漁期間、定期休漁日を自主的に設定することで、カタクチイワシ資源の維持・

増大を図る。 

併せて、県漁協各支所と関係漁業者とが連携し、県への精度の高い漁獲デー

タの報告に努める。
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（サワラ） 

 愛媛県漁協と県漁協各支所は、昨年同様、サワラ資源の適切な管理を推進す

る。併せて、県漁協各支所と関係漁業者が連携し、県への精度の高い漁獲デー

タの報告に努める。 

養殖業 

④ ノリ養殖 

県漁協各支所とノリ養殖業者は、栽培資源研究所の指導のもと、昨年同様

に養殖業者が即時に情報収集できる体制を構築する。栄養塩対策としては、

昨年同様、当地区内の漁業者グループが海底耕うんを実施し、ノリ養殖場を

含めた漁場環境の改善を図るとともに、ノリ養殖技術研究会を開催し、海底

耕うんの実施結果など、関係機関（漁業者、行政及び試験研究機関）と協議

を行い、地域内への普及を図る。 

生産体制については、担い手の確保や経営の効率化を目指し、協同化を含

め共同利用施設の整備や旧来施設の有効活用について、県漁協各支所におい

て引き続き検討する。 
 

⑤ カキ・アサリ増養殖 

県漁協各支所と漁業者グループは、一年目に定めた試験計画に基づき、カキ

及びアサリ種苗について、垂下式による試験養殖を開始する。 

県漁協各支所と漁業者グループは、アサリの被覆網試験についても、アサリ

及びカキの試験養殖と同様に、試験計画に沿って増殖試験を実施する。 

これらの試験結果については、漁業者・行政及び研究機関等から構成され

る「西条干潟再生研究会」において、検討・協議を重ね、将来的な事業化、

地域内への普及を図る。 

中核的担い手の育成 

愛媛県漁協は、県漁協各支所やこれまでの認定者と連携して、新たな中核

的担い手の掘り起こし・確保に努める。 

活用する支援

措置等 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業 

水産業競争力強化漁船導入緊急対策事業 

水産業競争力強化緊急施設整備事業 

広域浜プラン緊急対策事業（広域浜プラン実証調査事業） 

水産基盤整備事業 

水産多面的機能発揮対策事業 

 

 ３年目（令和７年度） 

取組内容 漁船漁業 

① 管内水産物の販売促進 
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市場再編は、四国中央市が、市場の規模や整備箇所などについて、具体的な構想・

計画に基づいて、整備事業を開始する。関東方面への集出荷は愛媛県漁協と県漁協

各支所が、関東方面への消費ニーズに係る調査結果を踏まえて作成した販売計画に

基づき、関東方面へ水産物を出荷する。出荷金額は、年間販売金額１億円を目標と

する。 

ハモに関しては、愛媛県漁協と各漁協支所が、漁獲されるハモの一次加工につい

て、加工業者を選定し、一次加工品を試験的に委託製造するとともに、関東方面へ

の出荷を開始する。 

カタクチイワシについては、愛媛県漁協及び県漁協各支所が生産団体（宇摩パッ

チ網組合）と共同で、「愛」あるブランド認定を受けた、「ひうち媛いりこ」の商品

のＰＲに努めるほか、「ひうち媛いりこ」を使った新たな商品開発（イリコ酵母パ

ン、イリコ味噌など）や開発した商品の販売先を検討する。加えて、愛媛県漁協及

び県漁協各支所と生産団体とが地元業者（NPO 法人いりこ倶楽部など）と共同で、

他商品（地酒や農産物等）とコラボしたセット商品の販売を試験的に開始し、販路

の多面化や高付加価値化を図る。 
 

② 漁場（藻場礁）整備による資源回復 

県営藻場礁として、県と新居浜市が連携して、６年度に引き続き藻場礁を沈設す

る。 

 効果的かつ適切な資源管理 

（ガザミ） 

愛媛県漁協と県漁協支所は、栽培資源研究所と連携して、昨年同様に種苗放流を

継続するとともに、放流効果調査を継続し、科学的知見を集積する。 

（キジハタ） 

 各市と県漁協各支所は、造成した藻場礁への集中的な種苗放流と併せて、当地区

内のキジハタ漁獲量の動向把握を行う。 

併せて、市町と県漁協各支所は、栽培資源研究所が実施している資源調査に協力

し、キジハタ資源評価に係る基礎的データを収集する。 

資源管理に関しては、愛媛県漁協と県漁協各支所は、関係漁業者と共同で、小型

魚の採捕禁止（サイズ）や再放流の実施等、昨年度に定めた自主的な取り決めに沿

って、キジハタの資源管理に係る取組みを開始する。 

（カタクチイワシ） 

これまでの資源回復計画に基づく資源保護・管理を継続する。 

併せて、県漁協各支所と関係漁業者が連携し、県への精度の高い漁獲データの報

告に努め、実効性の高い資源管理を行う。。 

（サワラ） 

 愛媛県漁協と県漁協各支所は、昨年同様、サワラ資源の適切な管理を推進する。
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併せて、愛媛県漁協及び県漁協各支所と関係漁業者とが連携し、県への精度の高い

漁獲データの報告に努める。 

養殖業 

③ ノリ養殖 

県県漁協各支所とノリ養殖業者は、栽培資源研究所の指導のもと、昨年同様に

養殖業者が即時に情報収集できる体制を継続する。 

栄養塩対策としては、当地区内の漁業者グループが海底耕うんを実施し、ノリ

養殖場を含めた漁場環境の改善を図る。さらには、市町及び県漁協各支所と県が

共同で、ノリ養殖技術研究会を開催し、海底耕うんの実施結果など、関係機関（漁

業者、行政及び試験研究機関）と協議を行い、地域内への普及を図る。 

生産体制については、担い手の確保や経営の効率化を目指し、協同化を含め共

同利用施設の整備や旧来施設の有効活用について、引き続き検討する。 

④ カキ・アサリ増養殖 

県漁協各支所と漁業者グループは、前年度の試験結果を参考にしながら、引き

続きカキ及びアサリ種苗について、垂下式による試験養殖を実施する。 

県漁協各支所と漁業者グループは、アサリの被覆網試験についても、アサリ及

びカキの試験養殖と同様に増殖試験を実施する。 

これらの試験結果については、漁業者・行政及び研究機関等から構成される「西

条干潟再生研究会」において、検討・協議を重ね、将来的な事業化、地域内への

普及を図る。 

中核的担い手の育成 

愛媛県漁協は、各漁協支所やこれまでの認定者と連携して、新たな中核的担い手

の掘り起こし・確保に努める。 

活用する支

援措置等 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業 

水産業競争力強化漁船導入緊急対策事業 

水産業競争力強化緊急施設整備事業 

広域浜プラン緊急対策事業（広域浜プラン実証調査事業） 

水産基盤整備事業 

水産多面的機能発揮対策事業 

 

４年目（令和８年度） 

取組内容 漁船漁業 

① 管内水産物の販売促進 

市場再編は、四国中央市が、４漁協支所を統括する市場を整備する。加えて、新

居浜市、西条市の２市も、四国中央市の事例に倣い、具体的な整備計画を策定する。  

関東方面への集出荷は愛媛県漁協と県漁協各支所が、関東方面への消費ニーズに

係る調査結果を踏まえて作成した販売計画に基づき、試験的に関東方面へ水産物を
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出荷する。 

出荷する水産物については、県漁協各支所が実施する、鮮度保持（氷の打ち方、

〆方等）を施したものや、ハモなどの一次加工品とする。 

出荷金額は、年間販売金額２億円を目標とする。 

ハモに関しては、愛媛県漁協が骨切り機を購入し、漁獲されるハモの一次加工に

取り組むとともに、関東方面への出荷を開始する。 

カタクチイワシについては、愛媛県漁協及び県漁協各支所が生産団体（宇摩パッ

チ網組合）と共同で、「愛」あるブランド認定を受けた、「ひうち媛いりこ」の商品

のＰＲに努めるほか、「ひうち媛いりこ」を使った新たな商品（イリコ酵母パン、

イリコ味噌など）の販売先を検討する。加えて、愛媛県漁協及び県漁協各支所と生

産団体が地元業者（NPO 法人いりこ倶楽部など）と共同で、他商品（地酒や農産物

等）とコラボしたセット商品の販売や、県内外からツアーによる呼び込みを行うな

ど、販路の多面化や高付加価値化を図る。 
 

② 漁場（藻場礁）整備による資源回復 

愛媛県漁協及び県漁協各支所は、令和６、７年度に造成した県営藻場礁の管理・

運営に努める。併せて、藻場礁内での水産資源の保護・培養を図るととともに、栽

培資源研究所と協同して、藻場礁の効果調査を実施する。 

③ 効果的かつ適切な資源管理 

（ガザミ） 

愛媛県漁協と県漁協支所は、栽培資源研究所と連携して、昨年同様、種苗放流を

実施するとともに、放流効果調査を継続し、科学的知見を集積する。 

（キジハタ） 

 各市と県漁協支所は、全長 80ｍｍのキジハタ種苗２千尾を、令和６、７年度に

整備した藻場礁に放流する。なお、放流は、潜水業者に依頼して、藻場礁（海中）

に直接放流する。また、藻場礁周辺でのキジハタ資源動向についても、潜水目視や

試験操業を実施することにより把握に努める。 

併せて、愛媛県漁協と県漁協各支所は、栽培資源研究所が実施している資源調査

に協力し、キジハタ資源評価に係る基礎的データを収集する。 

資源管理に関しては、愛媛県漁協と県漁協各支所は、関係漁業者と共同で、小型

魚の採捕禁止（サイズ）や再放流の実施等の自主的な取り決めに沿って、キジハタ

の資源管理に係る取組みを継続して実施する。 

（カタクチイワシ） 

これまでの資源回復計画に基づく資源保護・管理を継続する。 

愛媛県漁協と県漁協各支所は、関係県（愛媛、香川、広島）の試験研究機関が提

供する科学的知見（年明け以降の積算海水温、親魚の肥満度、成熟状況）を用いて、

漁業者協議会を開催し、休漁期間、定期休漁日を自主的に設定することで、カタク
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チイワシ資源の維持・増大を図る。 

併せて、県漁協各支所と関係漁業者が連携し、県への精度の高い漁獲データの報

告に努める。 

（サワラ） 

 愛媛県漁協と県漁協各支所は、昨年同様、サワラ資源の適切な管理を推進する。

併せて、愛媛県漁協及び県漁協各支所と関係漁業者とが連携し、県への精度の高い

漁獲データの報告に努める。 

養殖業 

④ ノリ養殖 

県漁協各支所と漁業者は、漁場環境の把握・広報及び栄養塩対策の取組につい

ては昨年同様の取組を継続するとともに、特に、生産体制については、担い手の

確保や経営の効率化を目指し、協同化を含め共同利用施設の整備や旧来施設の有

効活用を開始する。特に、バラノリの加工にあたっては、各支所内の漁業者間で

施設の共同利用を図り、支所ごとに、集約した加工施設を利用することで、効率

化を図る。 

⑤ カキ・アサリ増養殖 

県漁協各支所と漁業者グループは、前年度の試験結果を参考にしながら、引き

続きカキ及びアサリ種苗について、垂下式による試験養殖を実施する。 

県漁協各支所と漁業者グループは、アサリの被覆網試験についても、アサリ及

びカキの試験養殖と同様に増殖試験を実施する。 

これらの試験結果については、漁業者・行政及び研究機関等から構成される「西

条干潟再生研究会」において、検討・協議を重ね、将来的な事業化、地域内への

普及を図る。 

⑥ 中核的担い手の育成 

愛媛県漁協は、各漁協支所やこれまでの認定者と連携して、新たな中核的担い手

の掘り起こし・確保に努める。 

活用する支

援措置等 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業 

水産業競争力強化漁船導入緊急対策事業 

水産業競争力強化緊急施設整備事業 

広域浜プラン緊急対策事業（広域浜プラン実証調査事業） 

水産多面的機能発揮対策事業 

 

 ５年目（令和９年度） 

取組内容 漁船漁業 

① 管内水産物の販売促進 

市場再編は、四国中央市で４漁協支所を統括した市場について、集約した水産物

の集出荷体制の構築・確立を図る。加えて、新居浜市、西条市の２市は、四国中央
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市の事例に倣い、各市において集約市場の整備を行う。 

関東方面への集出荷について、愛媛県漁協と県漁協各支所は、作成した販売計画

に基づき、関東方面へ水産物を出荷する。出荷金額は、年間販売金額３億円を目標

とする。 

ハモに関しては、骨切り機を活用して、漁獲されるハモの一次加工に取り組むと

ともに、関東方面への出荷を拡大する。 

カタクチイワシについては、愛媛県漁協と県漁協各支所が生産団体（宇摩パッチ

網組合）と共同で、「愛」あるブランド認定を受けた、「ひうち媛いりこ」の商品の

ＰＲに努めるほか、「ひうち媛いりこ」を使った新たな商品（イリコ酵母パン、イ

リコ味噌など）を、四国中央市の産業まつりにおいて試験的に販売するなど、販売

促進活動を推進する。加えて、販路の多面化や高付加価値化の取組を継続する。 

② 漁場（藻場礁）整備による資源回復

愛媛県漁協及び県漁協各支所は、令和６、７年度に造成した県営藻場礁の管理・

運営に努める。 

併せて、藻場礁内での水産資源の保護・培養を図るととともに、栽培資源研究所

と協同で、藻場礁の効果調査を実施する。 

③ 効果的かつ適切な資源管理

（ガザミ） 

愛媛県漁協と県漁協支所は、栽培資源研究所と連携して、種苗放流を継続すると

ともに、これまでの調査結果を総括し、今後の放流方法や放流規模の見直しを図る。 

（キジハタ）

各市と県漁協各支所は、藻場礁（海中）への直接放流を継続する。 

 また、藻場礁周辺でのキジハタ資源動向についても、キジハタ資源評価に係る基

礎的データの収集を継続する。県漁協各支所と栽培資源研究所は、これまでの調査

結果を基に、キジハタ資源動向の把握・評価を行い、県漁業各支所や漁業者に報告

するとともに、資源増加に係る取組みを推進する。 

資源管理に関しては、愛媛県漁協と県漁協支所は、関係漁業者と共同で、小型魚

の採捕禁止（サイズ）や再放流の実施等の自主的な取り決めに沿って、キジハタの

資源管理に係る取組みを継続する。 

（カタクチイワシ）

これまでの資源回復計画に基づく資源保護・管理を継続する。 

愛媛県漁協と県漁協各支所は、関係県（愛媛、香川、広島）の試験研究機関が提

供する科学的知見（年明け以降の積算海水温、親魚の肥満度、成熟状況）を用いて、

漁業者協議会を開催し、休漁期間、定期休漁日を自主的に設定することで、カタク

チイワシ資源の維持・増大を図る。

併せて、TAC制度移行に伴い、県漁協各支所と関係漁業者とが連携し、県への精
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度の高い漁獲データの報告に努める。 

（サワラ） 

 愛媛県漁協と県漁協各支所は、昨年同様、サワラ資源の適切な管理を推進する。

併せて、愛媛県漁協及び県漁協各支所と関係漁業者とが連携し、県への精度の高い

漁獲データの報告に努める。 

養殖業 

④ ノリ養殖 

県漁協各支所とノリ養殖業者は、漁場環境の把握・広報及び栄養塩対策の取組

については昨年同様の取組を継続するとともに、特に、 

生産体制については、これまでの取組を継続するとともに、特にバラノリの加

工にあたっては、各支所内の漁業者間で施設の共同利用を図り、支所ごとに、

集約した加工施設を利用することで、効率化を図る。 

⑤ カキ・アサリ増養殖 

県漁協各支所と漁業者グループは、前年度の試験結果を参考にしながら、引き

続きカキ及びアサリ種苗について、垂下式による試験養殖を実施する。 

県漁協各支所と漁業者グループは、アサリの被覆網試験についても、アサリ及

びカキの試験養殖と同様に増殖試験を実施する。 

これらの試験結果については、漁業者・行政及び研究機関等から構成される「西

条干潟再生研究会」において、検討・協議を重ね、将来的な事業化、地域内への

普及を図る。 

中核的担い手の育成 

愛媛県漁協は、各漁協支所やこれまでの認定者と連携して、新たな中核的担い手

の掘り起こし・確保に努める。 

活用する支

援措置等 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業 

水産業競争力強化漁船導入緊急対策事業 

水産業競争力強化緊急施設整備事業 

広域浜プラン緊急対策事業（広域浜プラン実証調査事業） 

水産多面的機能発揮対策事業 
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（５）関係機関との連携

 愛媛県漁協及び県漁協各支所は、漁業者と協力し広域的な資源管理について、他県の試験研究

機関とも共同で、調査、解析を行うことにより、精度向上に努める。 

（６）他産業との連携

 再生委員会は、地元の加工業者や冷凍保管業者との連携を強化するほか、流通・販売業者や給

食関係団体等との連携を深め、漁獲物の付加価値向上に円滑に取組むことができるように努め

る。 

４ 成果目標 

（１）成果目標の考え方

〇水産資源の単価向上 

カタクチイワシのブランド化、漁場改善によるノリの品質向上、キジハタの小型魚保護、ハモ

の一次加工などに取り組み、水産物の単価向上を図ることで、地区の競争力強化を図る。 

〇水産資源の増大 

 基盤整備と効果的な種苗放流を実施することで、キジハタ等、重要水産資源の増大を目指す。 

〇漁場造成・漁場環境改善 

 藻場礁設置による漁場造成や海底耕うんによる漁場環境の改善を目指す。 

〇中核的漁業者の確保・育成 

 本プランおける中核的な担い手の確保・育成に対する指標として、中核的漁業者の認定数を設

定する。 

（２）成果目標

単価アップ 

カタクチイワシ
基準年 令和３年度： ８１０（円/kg） 

目標年 令和９年度：   ８６０（円/kg） 

ノリ
基準年 令和３年度： ４．４５（円/枚） 

目標年 令和９年度： ６．４５（円/枚） 

キジハタ
基準年 令和３年度： １，５００（円/kg） 

目標年 令和９年度： ２，０００（円/kg） 

ハモ
基準年 令和３年度： ２４０（円/kg） 

目標年 令和９年度： ２６４（円/kg） 

漁獲量アップ キジハタ
基準年 令和３年度：  １．８（トン） 

目標年 令和９年度：  ２．０（トン） 
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藻場面積の増加 
基準年 令和元年度：  ３．１３（ha） 

目標年 令和９年度： ３．９７（ha） 

海底耕うん実施面積 
基準年 令和３年度： ２（ha） 

目標年 令和９年度： ２０（ha） 

中核的漁業者数 
基準年 令和３年度： ２２人 

目標年 令和９年度：  ２７人 

（３）上記の算出方法及びその妥当性

●単価アップ

当地域に水揚げされるカタクチイワシはイリコに加工されるが、令和３年度のイリコの平均単

価は 810 円/kg であった。一方、既にブランド化されている香川県の伊吹イリコは聞き取りによ

ると、当地区のイリコと比べて、概ね 50 円程度単価が高いことから、当地区においてもカタク

チイワシのブランド化を図り、その効果を徐々に浸透させることによって、令和９年度には、単

価を５％程度向上（860円/kg）させ、最終的には伊吹イリコ並みの単価にすることを目指す。 

ハモは、当地区において近年、漁獲が増加しているが、県内での食習慣が乏しく、安価に取引

きされているのが現状である。このため一次加工品の開発や関東方面への販路開拓などにより、

平均単価 240円/kg を令和９年度には 10％程度（264 円/kg）に向上させることを目標とする。 

ノリは、栄養塩濃度の影響を受けて色調が変化し、濃度が低下すると、「色落ち」が発生し、

単価が下落することが明らかにされている。近年では、濃度が低く推移した令和２、３年度漁期

の平均単価は、4.45円/枚であったのに対して、濃度が比較的高く推移した平成 30年、令和元年

漁期の単価は、10.12円/枚と高かった。そこで、直近の２年間、低迷している単価をプランに基

づく取組みにより、令和９年度には２円/枚アップさせることを目指す。 

キジハタは、平均単価 1,500円/kg で取引される高級魚であるが、20cm以下の小型魚について

は、単価が安く、これらが混入することにより、単価を押し下げている。そこで、プランに基づ

き小型魚の漁獲を規制し流通させないことにより、令和９年度には平均単価を 2,000円/kg にア

ップさせる。 

●漁獲量アップ

キジハタは、令和５、６年度に整備を計画している藻場礁への集中的な種苗放流により、数年

後に、染み出し効果により当地域各地に拡散した成魚が漁獲されることによる漁獲量アップを目

指す。令和７年度以降、人工種苗 2,000尾を毎年放流した場合、プラン期間中（R5～R9年度）は

まだ若齢魚しか定着していないため、最終年度（R9年度）には、漁獲への反映は見込まれないも

のの、将来的には、放流魚はもとより天然のキジハタも３歳魚以上（全長 30ｃｍ以上）を漁獲対

象として、資源増大・漁獲量アップを図る。 
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●藻場面積の増加

愛媛県が実施した藻場分布調査によると、令和元年度の当地域の藻場面積は 3.13ha と、当地

域の西側に位置する本県海域と比較すると非常に少なく、局所的にしか生育していない。藻場礁

（着生面積 0.84ha を予定）を整備することにより、同面積の藻場が新たに形成させると考えら

れることから、総藻場面積は 3.13+0.84＝3.97ha となる。 

●海底耕耘の実施面積

当地域では、令和４年度より、水産多面的機能発揮対策事業を活用し、西条市のノリ支柱漁場

のある干潟において、２haの海底耕耘を開始し、今後の養殖ノリの品質や生産量の向上を期待し

ているところ。その結果により、新たに当地域の干潟域で毎年 20ha の海底耕耘を計画している。 

●中核的漁業者数

第１期は、目標である 18 名を上回る、計 22 名の中核的漁業者の認定を行った。

第２期には、基準年（令和３年度）を 22 名とし、本プラン中、１年に１名ずつ認定者数を増

やす見込みを立て、令和９年度までに計 27名の認定者数とすることを目標とする。 

５ 関連施策 

  活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生広域プランとの関係性 

競争力強化型機器等導入

緊急対策事業 

漁船の推進機関の換装やノリ養殖に必要な省力・省コスト化に資す

る加工機器の導入を支援し、漁業者の所得向上を図る。 

水産業競争力強化漁船導

入緊急対策事業 
リース方式による漁船購入費の支援により、漁業担い手を確保する。 

水産業競争力強化緊急施

設整備事業 

当地域の市場再編を検討するとともに、関係施設・設備の統合、機

能強化を検討する。 

広域浜プラン緊急対策事

業（広域浜プラン実証調

査） 

事業や機能再編に係る流通調査や専門家の分析等を踏まえながら、

効率的な再編・強化を図る。 

水産基盤整備事業 
水産環境整備事業を活用し、当地域の沿岸部に増殖場（藻場礁）の

整備を行い、基礎生産力アップを図る。 

水産多面的機能発揮対策

事業 

漁業者が中心となり実施する環境・生態系保全活動を支援し、水産

環境整備を推進する。 
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